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 The purpose of this paper is to reveal the effect of social capital as the outcome of community empowerment to 
community safety and security. This survey is conducted every two years in Kyoto city, and the data for three times 
have already been collected. The sample of the survey was the chairman of the residents' association, and the analysis 
was conducted for each former school district, which is the community size of Kyoto city.  Panel analysis was 
performed using panel data obtained by overlaying data for three years.  From the result, the effort of community 
empowerment by actual residents makes community more safety and secure and livable. 
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１．はじめに 
(1) 問題⫼ᬒ 
近年，少子高齢化が加速度的に進む日本において，

様々な役割が地域ࢥミࣗࢽティに求められている．民

生・ඣ❺委員を中心にした子どもや高齢者の見Ᏺりなど

の地域⚟♴に加え，火災や地震，様々な災害に対するそ

なえと対応を担うために消防団や自主防災組織の活動が

勧められている．これらの活動は確かにかつてはࢥミࣗ

ティが主体的に行ってきた活動であった．しかし，後ࢽ

述するような様々なṔྐ的な流れによって，現在の地域

ティにはこれらの地域を安全・安心にする活動ࢽミࣗࢥ

を⢭ຊ的に行うことが非ᖖに難しい状況となっている．

このような現状の日本において，地域ࢥミࣗࢽティの安

全・安心の向上に求められるのは，リスクࢥミࣗࢽケー

ションにもとづいたより効果的な地域活動による，㈇担

の㍍ῶである． 
第次ୡ⏺大ᡓの後，日本に来た GHQ は行政の下ㄳ

けとして㌷事政ᶒに加担した組織として，町内会・自治

会を解散させた．࣒ࢲࢶ࣏ᐉ言の後，町内会・自治会が

再結成されたが，以前ほどᙉく行政と結びつくことはな

かった 1)． 
� いったん行政に集⣙された，地域の⥔持に係る様々な

業務は，近年の地方公共団体の⑂ᘢにより，地域ࢥミࣗ

ティに㈇担をᡠす方向に動いている．地方公共団体にࢽ

所属する公務員の数はࣂブルᔂቯ以降一定してῶ少して

おり 2），同程度の経済状況の他国とẚ㍑して，日本にお

ける地方公務員の数は非ᖖに少ない 3）．それを受ける地

域ࢥミࣗࢽティ側も少子高齢化などの社会的要因を受け，

活動に必要な体ຊが低下しており，地域と行政間で様々

な㈇担のᢲし付け合いが行われている地域もある．例え

ば，行政内では別の部局が担当している防災と防≢の取

り組みについて，受けてとなる地域組織は町内会・自治

会の各組織や⌜になるが，役員が高齢化し数も少ない現

在の町内会・自治会では結局同じ人が担当している場合

が見受けられる． 
� 上記のような状況下で，災害や≢⨥など様々な危機的

事象に対して対応を進めるには，より効果的かつ効率の

Ⰻい地域活動が求められる．そのために，地域の自治組

織としての本来の目的，互㓘性，互ᜨ性に立ち返り，地

域内の互㓘性を高めることで地域の持つຊを活性化し，

災害も≢⨥もを含む様々な危機的事象に対するᢚ止ຊ，

対応ຊを高め，より住みやすいまちづくりを住民自㌟の

手で確立していく方ἲを見つける必要がある． 
 
(2) ඛ行◊✲ 
� ソーシャルキャピタルが地域の安全・安心に与えるᙳ

㡪については，これまでに様々な国や地域で研究が行わ

れてきた．マクロ統計データを用いて実証的に研究を行

ったのは Putnam である．Putnam は殺人統計とソーシャ

ルキャピタル㔞を用いて，アメリ࢝の各ᕞでソーシャル

キャピタルが高いᕞでは，殺人が少ないことを述べた 4）．

Sampson ほかはシࢦ࢝において，団結や集合体での活動

効果に対する期待が高いほど≢⨥や無作ἲな振る⯙いが

少ないと言及し，このຊを集合効ຊ性と呼んでいる 5）．

Kawachi ほかは，ネット࣡ークによってⱝ者の地位や自

ᑛ心を向上させることで，ᭀຊ≢⨥が低ῶするとしてい

る 6）． 
� 日本でも 2002 年に内㛶ᗓが全国レ࣋ルで調査を行った

のを⓶切りに，▼⏣による JGSS を用いた分析によるソ

ーシャルキャピタルの✀㢮の㐪いによる≢⨥予防へのᙳ

㡪に関する研究や 7），Takagi ほかによる東京都荒川区に

おけるソーシャルキャピタルと≢⨥に関する✵間ࢲービ
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ンࣔデルを用いた研究，立木 8, 9）やᯇ川・立木 10, 11）によ

る⚄戸ᕷ内自治会・管理組合ᇶ♏調査データを用いた研

究などが行われてきた． 
 
(3) ┠的とព⩏ 
� そこで本研究の目的は，互㓘性・互ᜨ性を る指ᶆと

してソーシャルキャピタルに着目し，地域ຊをソーシャ

ルキャピタルと置きえて，ソーシャルキャピタルを高

める方ἲとその効果について，実証的に検討を行う．ࣃ

ネル分析により，住民自㌟のດຊがどれほどの効果で地

域の安全・安心を高める効果があるのかを明らかにする．

これにより町内会・自治会や他の組織と連携し，より効

果的・効率的に地域の安全・安心を向上する方ἲを提

することが期待できる． 
 
２．方法 
(1) 対象と調査概要 
「京都ᕷ自治会・町内会アンケート調査」は 2014 年か

ら㝸年で実施されている調査である．京都ᕷ役所地域自

治᥎進室が主体となり，本調査で得られたデータを，地

域まちづくりの取り組みに㑏元する目的で実施している．

京都ᕷの地域ࢥミࣗࢽティの༢位は，合ే前の学区であ

る元学区༢位で成り立っている．この元学区は現在の通

学区の⣙半分程度の面✚が主で，」数の自治会・町内会

が集まって元学区༢位で連合町内会を形成している．本

調査では，自治会．町内会の会長を対象に調査を行った．

本研究では本調査 3 回分のデータを用いて分析を行った．

それぞれの配布数，回収数，回収率は，第 1 回（2014
年）配布数 6,524 ௳，回収数 3,025 ௳（回収率），第 2 回

（2016 年）配布数 6,580 ௳，回収数 2,926 ௳（回収率），

第 3 回（2018 年）配布数 6,477 ௳，回収数 3,342 ௳（回

収率）であった．  
 

(2) ᑻᗘ㡯┠ 
� 2007 年から断続的に行われてきた⚄戸ᕷの地域組織の

調査研究によって，地域ຊ（ソーシャルキャピタル）を

高めるには 1)地域活動に多様な住民・地域内外の多様な

組織の参加をಁすこと（多様な住民参加），2)⚍りやイ

ントの活࣋ントなどをうまく用していること（イ࣋

用），3)組織の役員の引き継ぎなど組織運営の自ᚊ性が

確保されていること（自ᚊຊ確保），4)地域の持つ࢘リ

になるࣔࣀ・ヒト・ࢥトについて把握し発信しようとし

ていること（興・ឡ着のႏ起），5)あいさつを✚ᴟ的

に行っていること（あいさつのບ行）の 5 つの要⣲が重

要であることが明らかになっている．今回行われた調査

では，これら 5 つの要⣲，地域ຊ（ソーシャルキャピタ

ル），地域ຊ（ソーシャルキャピタル）にᙳ㡪を受ける

ものとして地域の⛛ᗎの乱れを示す無作ἲ性と子育てୡ

帯や高齢者のᬽらしやすさを設問としている．本調査で

も全く同じ質問㡯目を用い，ẚ㍑調査が可能なデータと

している． 
� 各設問の回答は， 5 段階のホ౯から回答を㑅ᢥするラ

イ࢝ートᑻ度となっている，そのためヱ当する設問の回

答を用いて主成分分析もしくは因子分析を行い，その結

果得られた得点をもって各変数を数㔞化した． 
� また，客観的な安全・安心指ᶆとして，京都ᗓ警察本

部より 2014 年から 2018 年までの街頭≢⨥ 11 ✀の元学区

༢位での発生௳数データをいただき，分析に用いた． 
 

(3) 分析方法 
� 本研究では，地域住民による地域活動（5 つの要⣲）

がソーシャルキャピタルに与える効果，そしてソーシャ

ルキャピタルが地域の安全・安心に与える効果を明らか

にするために，ࣃネル分析を用いた．ࣃネル分析とは，

」数時点のデータをᶓぐしにし，各時点での個体別デー

タが追㊧可能なデータセット（ࣃネルデータ）を用いて

分析を行う，因果᥎ㄽの手ἲの一つである．ࣃネルデー

タをࣃネル分析によって分析することで，個人の」数時

点でのẚ㍑から，観察されない␗質性が統制され，より

正確な因果᥎ㄽが可能になる． 
� ネル分析を行うには，3ࣃ  ✀㢮のࣔデルによる分析を

行いその結果をẚ㍑する必要がある．ࣃネル・データ全

体を一ᣓ（プーリング）して，通ᖖの最小ἲによる

回帰分析を行うことを，プーリング回帰ࣔデルと呼ぶ．

このࣔデルは，全てのケースにおいて定数㡯とഴきが同

じであるという制⣙のもと分析を行うものである．その

ため R2 ್は必↛的に高くなる．しかしこのࣔデルの前

提である全てのケースにおいて定数㡯とഴきが同じとい

うことが実際に起こる可能性は非ᖖに低い．この前提に

したがって分析すると，分析の結果得られた᥎定㔞に，

各ケース特有の効果が統制されず含まれたままの᥎定㔞

が⟬出される．つまりプーリング回帰ࣔデルによる᥎定

㔞の信頼性は，R2 ್ではホ౯できないのである． 
� プーリング回帰ࣔデルでは統制できない各ケース特有

の効果，いわゆるᅛ定効果を統制する方ἲが，ᅛ定効果

ࣔデルである．ᅛ定効果ࣔデルでは，ࣔデルのഴきは同

じだが定数㡯は各ケースで␗なるという制⣙を課す．ල

体的には，ᅛ定効果を統制するために各ケースをࢲミー

変数としてࣔデルにᢞ入し，このࢲミー変数にᅛ定効果

を吸収させる分析ࣔデルである．ල体的には，各ケース

のすべての変数についての時間平ᆒをつくり，それをそ

れぞれの重回帰ࣔデルから引くことでᅛ定効果を除ཤす

る．全時間を通じて変動のないᅛ定効果 A の時間平ᆒは

（Ai+Ai）/2=Ai となるため，重回帰ࣔデルから時間平ᆒ

重回帰ࣔデルを引くことで，ᅛ定効果を除ཤすることが

できる． 
� ᅛ定効果ࣔデルを数式を用いてㄝ明すると，次のとお

りである．従属変数を Y，ㄝ明変数を X，ᅛ定効果を A，

誤ᕪ㡯を U（i はケース数，k はㄝ明変数の数，t は調査

時点の数）とした場合，ᅛ定効果 A を含む重回帰ࣔデル

は， 
 

Y_it=ȕ_0+ȕ_1 X_1i+Օ +ȕ_k X_kit+A_i+U_it� � � � ձ 
 
となり，時間平ᆒの重回帰ࣔデルは， 

 
Y ࡄ_i=ȕ_0+ȕ_1 X 1_ࡄi+Օ +ȕ_k X ࡄ_ki+A_i+U ࡄ_i� � � � ղ 

 
となる．重回帰ࣔデルձ式から時間平ᆒ重回帰ࣔデルղ

式を引くと， 
 
(Y_it-Y ࡄ_i )=ȕ_1 (X_1i-X 1_ࡄi )+Օ +ȕ_k (X_kit-X ࡄ_ki )+(U_it+U ࡄ_i )� ճ 

 
となり，ᅛ定効果 A を除ཤされる 15)． 
個体レ࣋ルの効果を除ཤするᙉຊなࣔデルであるᅛ定効

果ࣔデルだが，ケースすべてをࢲミー変数としてᢞ入す

ることで自⏤度が小さくなり，誤ᕪが大きくなってしま

うという欠点がある． 
その解決策として，ᅛ定効果が正規分布に従っている
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と௬定して分析を行う，変㔞効果ࣔデルがある．このࣔ

デルでは，ࣔデルのഴきも定数㡯も，各ケースによって

ラであるとして分析する．ᅛ定効果ࣔデルと変㔞ࣂラࣂ

効果ࣔデルの㐪いは，各ケースの特ᚩが持つᅛ定効果

（時間を通じて変動しない効果）がほかのㄝ明変数と相

関している（ᅛ定効果ࣔデル）か，相関していない（変

㔞効果ࣔデル）かである．ල体的には，ᅛ定効果を誤ᕪ

㡯に含めて᥎定を行う．そのため，変㔞効果ࣔデルでは

ᅛ定効果ࣔデルでは除ཤ可能だったᅛ定効果が除ཤされ

ずに，ㄝ明変数の効果として᥎定されてしまうという欠

点がある． しかし，変㔞効果ࣔデルはᅛ定効果が正規分

布に従っていると௬定して分析を行うため，もっとも分

散の小さい᥎定㔞を⟬出できる．つまり，もし後述する

検定を₯りᢤけて変㔞効果ࣔデルが㑅ᢥされた場合，そ

の᥎定㔞はもっとも効率性の高い，┿の್との誤ᕪがも

っとも少ない᥎定㔞となる． 
これら 3 つのࣔデルで分析を行い，その結果について

検定を用いてẚ㍑することで，より適切なࣔデルと᥎定

㔞を判別する．まずプーリング回帰ࣔデルとほか 2 つの

ࣔデルについてẚ㍑する場合，F 検定を用いる．制⣙が

無効という帰無௬ㄝがᲠ༷されれば，ᅛ定効果ࣔデルも

しくは変㔞効果ࣔデルのほうがより適切なࣔデルといえ

る．次にᅛ定効果ࣔデルと変㔞効果ࣔデルのどちらが適

切かを見ᴟめるには，Hausman 検定を用いる．ᅛ定効果

がㄝ明変数と無相関であるという帰無௬ㄝを立て，それ

をȮ2 検定するものである．௬ㄝがᲠ༷されれば，ᅛ

定効果ࣔデルのほうがより適切なࣔデルといえる．

Hausman 検定による統計㔞は，変数の数の自⏤度のȮ2
分布に従う． 
 
３．結果と考察�
本研究で行った分析結果をే記したものが，表 1 であ

る．本研究のࣔデルでは，従属変数が」数Ꮡ在するため，

その数だけ分析を行った．本研究における従属変数は，

地域の安全・安心を示す街頭≢⨥認知௳数（人口 100 人

༢位での発生率），≢⨥不安ឤ，子育てしやすさと高齢

者のすみやすさの 4 つである． 

まずどのࣔデルが᥇用されたのかであるが，ᅛ定効果

ࣔデルの᥎定結果の下に示される F 検定の結果をみる．

すると，ᅛ定効果ࢲミーの係数がすべてࢮロであるとい

う௬ㄝが正しいかどうかの確率が示されている．次にᅛ

定効果ࣔデルと変㔞効果ࣔデルについてであるが，これ

は Hausman 検定の結果を見る必要がある．Hausman 検定

は，ᅛ定効果ࣔデルより変㔞効果ࣔデルの方が正しいと

いう௬ㄝに対する検定であり，ㄝ明変数の数を自⏤度と

するȮ2 検定である．ᅛ定効果は変㔞効果であるという

帰無௬ㄝについて，5%水準でᲠ༷できる場合は，ᅛ定効

果ࣔデルが正しいとの判断になる．以上の結果，指示さ

れたࣔデルを⥙掛けにしている．本研究の結果では，≢

⨥不安ឤを従属変数にした分析のみ変㔞効果が㑅ᢥされ，

それ以外ではᅛ定効果が㑅ᢥされた． 
 

(1) ⾤㢌≢⨥実⦼をᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 街頭≢⨥については人口 100 人༢位での認知௳数を従

属変数としたࣔデルで分析を行った．結果，無作ἲ性の

増加と組織の自ᚊຊの増加は，≢⨥実⦼を増加させる効

果があること，あいさつのບ行は㏫に≢⨥実⦼を低下さ

せる効果があることが示された．無作ἲ性の増加が≢⨥

認知௳数を増加させる効果を持つこと，あいさつのບ行

が≢⨥認知௳数をῶ少させることは理ㄽ的に見てもっと

もらしい結果である．㏫に組織の自ᚊຊが高い地域で≢

⨥実⦼が増加していることは，考察の余地がある．組織

の自ᚊຊが高いところとは，地域の課題をᡃがこととし

てとらえ，課題解決のためにᑾຊしている地域である．

行政からの自立意識が高く，自分たちのຊで地域をよく

しようと考えて活動している地域である．そういった地

域はどちらかというと，㑹外のᪧᮧⴠのような地域で，

活発に動ける高齢者が多い地域といえる．そういった地

域は᫇ながらの⣽い㊰地が多く，街頭≢⨥を行いやすい

⎔ቃであると᥎察される． 
 
(2) ≢⨥Ᏻឤをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� ≢⨥不安ឤを従属変数としたࣔデルでは，変㔞効果ࣔ

デルが㑅ᢥされた．無作ἲ性の増加は≢⨥不安ឤを増加

表 �� �分析結果ࣝࢿࣃ
ᚑᒓ変ᩘ

䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞

VARIABLES per100 per100 per100 fearcrime fearcrime fearcrime child child child old old old

⮬会加ධ⋡ 0.348 0.334 0.292 0.246 0.777 0.317 ‐1.159** 1.049 ‐0.113 0.589 ‐0.0413 0.439
(0.515) (0.326) (0.320) (0.535) (0.835) (0.558) (0.545) (0.650) (0.543) (0.402) (0.580) (0.419)

↓స法性 0.137*** 0.0555*** 0.0687*** 0.297*** 0.348*** 0.306*** 0.0538* 0.107*** 0.0875*** ‐0.0368* ‐0.0146 ‐0.0366*
(0.0259) (0.0144) (0.0143) (0.0269) (0.0369) (0.0273) (0.0274) (0.0287) (0.0253) (0.0203) (0.0256) (0.0203)

‐0.0715*** 0.00355 ‐0.00515 0.0600** 0.0912*** 0.0653*** 0.228*** 0.208*** 0.208*** 0.152*** 0.147*** 0.149***
(0.0226) (0.0118) (0.0118) (0.0234) (0.0303) (0.0236) (0.0239) (0.0235) (0.0214) (0.0176) (0.0210) (0.0175)

多様なఫẸཧ加 0.117*** ‐0.0271 ‐0.0116 ‐0.136*** ‐0.125** ‐0.136*** 0.0895** 0.157*** 0.125*** ‐0.00524 0.0404 0.00194
(0.0407) (0.0197) (0.0199) (0.0422) (0.0505) (0.0418) (0.0430) (0.0393) (0.0369) (0.0318) (0.0351) (0.0309)

䜲䝧ント活用 ‐0.0834 0.0428 0.0307 ‐0.0264 ‐0.0522 ‐0.0242 0.236*** 0.110* 0.177*** 0.278*** 0.0354 0.216***
(0.0533) (0.0290) (0.0290) (0.0554) (0.0743) (0.0564) (0.0564) (0.0578) (0.0521) (0.0417) (0.0516) (0.0421)

組⧊の⮬ᚊຊ 0.130 0.101** 0.101** 0.0244 ‐0.00740 0.0201 ‐0.158* 0.0178 ‐0.0301 0.0507 0.221*** 0.117*
(0.0828) (0.0421) (0.0422) (0.0860) (0.108) (0.0862) (0.0876) (0.0837) (0.0776) (0.0647) (0.0748) (0.0640)

興䞉ឡ着 0.0522 ‐0.0237 ‐0.00813 0.0401 0.148* 0.0471 ‐0.152*** ‐0.0374 ‐0.123** ‐0.0168 0.0302 ‐0.0117
(0.0506) (0.0333) (0.0323) (0.0526) (0.0852) (0.0547) (0.0536) (0.0663) (0.0536) (0.0396) (0.0592) (0.0411)

䛒い䛥䛴のບ行 ‐0.121** ‐0.0605** ‐0.0734** ‐0.0282 ‐0.119 ‐0.0361 0.237*** ‐0.0439 0.0932* 0.302*** 0.145*** 0.261***
(0.0581) (0.0295) (0.0295) (0.0604) (0.0756) (0.0600) (0.0615) (0.0588) (0.0538) (0.0454) (0.0525) (0.0445)

Constant 0.284 ‐0.321 ‐0.199 7.399*** 6.243*** 7.147*** 2.123** 2.176** 2.271*** 2.842*** 5.667*** 3.618***
(0.894) (0.465) (0.475) (0.929) (1.190) (0.930) (0.946) (0.926) (0.843) (0.698) (0.827) (0.690)

Observations 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638
R‐squared 0.113 0.071 0.189 0.197 0.330 0.375 0.526 0.356
Number of id 220 220 220 220 220 220 220 220
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

子⫱てし䜔す䛥 高㱋⪅すみ䜔す䛥≢⨥Ᏻឤ⾤㢌≢⨥ㄆ▱௳ᩘ㼜㼑㼞㻝㻜㻜人

Hausmanの⤖ᯝp=.3150

䝋ーシ䝱ル
䜻䝱䝢タル

�

- 85 -



�

させる効果があること，ソーシャルキャピタルの増加は

少しだが≢⨥不安ឤを増加させる効果があること，多様

な住民参加の増加は≢⨥不安ឤをῶ少させることが分か

った．ソーシャルキャピタルによる効果と多様な住民参

加による効果は，これまでの先行研究とは㏫の効果を示

している．この点について一つ考えられることとしては，

分析に使用している≢⨥データに㐪いがある点である．

先行研究に挙げた研究では，放火，ࡦったくり，✵きᕢ，

車上荒らしのデータを用いていた．本研究では街頭≢⨥

11 ✀を用いているが，その中でもっとも認知௳数が多い

のは自㌿車┐である．これはᕷ内人口の 1 割が大学生と

いう京都ᕷの特ᚩゆえである．自㌿車┐の特ᚩとして，

自動車┐や車上荒らしにẚべると，被害届を出さないഴ

向があることが分かっている．このことから，ソーシャ

ルキャピタルが高い地域や地域活動に多様な住民をᕳき

込んでいる地域は，普段であれば被害届を出さずに≢⨥

化されない行Ⅽに対しても対応するഴ向があり，またそ

のことが他の住民にも共有化されるため，≢⨥不安ឤが

高まるのではないかと᥎察される． 
 
(3) Ꮚ⫱࡚しࡸすࡉをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 子育てしやすさを従属変数としたࣔデルを見ると，無

作ἲ性，ソーシャルキャピタル，多様な住民参加，イ࣋

ントの活用の増加が子育てしやすさを向上させているこ

とが分かった．無作ἲ性が増加している地域は端的に言

えば治安がⰋくないഴ向にある地域であり，それはᶆ的

が多く౽性が高い地域であるといえる．またそういっ

た地域は地౯が安くなるഴ向があるため，子育てୡ帯が

住みやすい地域になると考えられる．また，高齢者で༨

められている地域組織とは㐪う年代ᒙである子育てୡ帯

が地域に関わる機会を増やそうというດຊが，多様な住

民参加やイ࣋ントの活用の増加によって表されており，

それが子育てୡ帯がすみやすくឤじるという⫯定的な結

果をもたらしていると᥎察される． 
 
(4) 㧗㱋者すࡸࡳすࡉをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 最後に高齢者すみやすさを従属変数としたࣔデルをみ

るとソーシャルキャピタルと組織の自ᚊຊ，あいさつの

ບ行の増加が高齢者すみやすさを高めていることが確認

された．地域組織の自ᚊຊが高くあいさつがよく行われ

ている᫇ながらの地域では，ソーシャルキャピタルが継

続的に㔊成されており，高齢者すみやすさが向上すると

いうことが，計㔞的に明らかにされたといえる． 
 
 
４．おわりに 
� 住民組織である町内会・自治会࣋ースや他の分析༢位

の調査研究と同じく，ࡩれまち༠の調査分析でも地域ຊ

としてのソーシャルキャピタルは地域活動をより活発に

行うことで高められ，≢⨥を含む様々な地域の危機的事

象を低下させることにより，住民がᬽらしやすいとឤじ

る地域にすることが可能であることが分かった．≢⨥の

✀別や地域特性など，よりヲしい分析を行うことで，よ

りල体的な施策，取り組みにⴠとし込める分析を今後は

行っていきたい． 
 
ㅰ㎡ 
� 本研究はJSPS科研㈝ 16K17246「地域の安全・安心を

めざした共通プラットフ࢛ー࣒の開発」，17H00851「イ

ンクルーシブ防災学の構築と体系的実」，およびᩥ部

科学省「リスクࢥミࣗࢽケーションのࣔデル形成事業」

のຓ成を受けたものですࠋ 
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